
添付資料（１）
水力開発導入基盤整備調査の概要

１．調査目的
非化石エネルギーである水力発電は、純国産でクリーンな再生可能エネルギーであるという特徴を有しており、地球温暖化対策の観点からも積極的な開発・導入が期待されているものの、未開発地点の小規模化、奥地化等の影響による経済性の悪化要因もあり、新規地点の開発は困難な状況にある。これまでの調査により、一般水力の未開発地点として約2,700地点、1,200万kWの存在を把握しているが、この他にも農業用水路や上水道等を利用する中小水力地点も多数存在している。
このような地点の開発計画を具体化させるため、所要の調査を実施し、中小水力の開発促進を図り、もって、内外の経済的社会環境に応じた安定的かつ適切なエネルギーの需給構造の構築を図ることを目的とする。
２．実施計画
【募集地点】
事業者が至近年に開発を希望し、今後の再生可能エネルギー開発促進に繋がる以下のよう
な特徴のある地点を主に募集します。
（１）全量売電地点（全量売電を目的とした地点）
①固定価格買取制度を利用した開発
　　　　　　　(例）・これまで経済性により開発に慎重であった地点
　　　　　　　 　 ・過去に基礎検討を実施し、固定価格買取制度により計画を進めたいが、地点の状況が変化し再検討が必要または追加検討が必要な地点
　　　　　　②その他開発
（２）独立型地点（地方公共団体等が実施する自家消費を目的とした地点）
（３）供給力地点（出力1,000kW超の地点）
（４）既設設備を利用することにより建設コスト低減が図れる地点
(例)・廃止した発電所の再開発
・砂防ダムを利用した開発
・農業用水路を利用した開発
【調査内容】
　　　地点の特徴、事業者のニ－ズ等を考慮し以下の項目程度を原則とします。
（１）発電計画概略設計（計画精度：1/5,000程度）
（２）主要工作物周辺測量及び地形図作成
（３）航測図作成（1/5,000） 
（４）地質調査（地表地質踏査、ボーリング、物理探査等）
（５）その他（既設構造物健全度調査等）
３．実施体制
　　　　　　　　　　　 委託　　　※1,2　　　　　　　　調査実施
　　　　　　　国　　　→→→　　民間団体等（未定）　　→→→　　調査地点　
　　　　　　　　　　　　　　　※1　平成24年度は(財)新エネルギー財団とコンサルタン
ト会社による共同受注
　　　　　　　　　　　　　　　※2　一部外注の可能性あり
以　上
参考資料

水力開発の事業段階と調査内容について

◆水力開発においては、事前調査～運転までの各段階があり、概ね以下の事業段階となります。



（１）事前調査
水力発電設備の設置が可能かどうか、どの程度の発電が可能か等、既存資料により机上検討及び現地調査を行い、候補地点を選定し概略の発電規模等を検討。
（２）可能性調査

調査地点の概略設計、地形測量及び地質調査等を行い、総合的な観点から当該地点の開発の可能性を判断する調査。

（３）基本・実施設計

概略設計等に基づいた各種構造物の基本設計と建設工事の実施に向けた実施設計。

（設計図、施工計画、工事費積算、仕様書、許認可手続き等）
（４）建設

土木及び電気（水車発電機等）の建設工事。

（５）運転

建設工事完成後、完成検査を経て、発電所の運転を開始。

◆水力開発導入基盤整備調査では、以下の内容を実施します。

調査は経済性の面から調査地点の開発可否を判断できるレベルまでの概略設計を開発計画地点の特性・想定事業者ニーズ等を考慮して、以下の項目程度を原則とします。

（１）発電計画概略設計

①流量資料整備

②発電計画基本事項の検討（水路ルートの選定、使用水量の決定、設計基本諸量の算定）
③主要構造物の概略設計（取水設備、導水路、ヘッドタンク、水圧管路、発電所 等）

④水車・発電機の選定

⑤概略施工計画と工事工程、仮設備計画の策定

⑥工事費の積算と経済性評価

⑦概略設計図書の作成（平面図、縦・横断面図、主要構造物設計図 等）

⑧総合検討
独立型地点（自家消費目的）の検討にあたっては、発電による発生電力量と消費電力量および不足時の買電等、電力需給の見通しを明らかにするとともに、発電所からの消費箇所までの送電方法等についても検討を行います。また、自家消費による便益等の算定を行い、事業の概要と経済性を明らかにします。
（２）主要工作物周辺測量及び地形図作成
（３）航測図作成（1/5,000）
（４）地質調査（地表地質踏査、ボーリング調査、物理探査等）
（５）その他（既設構造物健全度調査等）
以　上
（２）可能性調査
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